
福島県ごみ減量・資源化取組実践支援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 県は、福島県ごみ減量・資源化取組実践支援事業補助金（以下「本補助金」

という。）の交付について、福島県補助金等の交付等に関する規則（昭和４５年福島

県規則第１０７号。以下「規則」という。）及びこの要綱に定めるところにより、予

算の範囲内で補助金を交付する。 

 

（交付目的） 

第２条 本補助金は、県内のごみ減量や資源化の取組を推進し、もって循環型社会の

形成を促進することを目的として交付する。 

 

（交付対象） 

第３条 ごみの減量や資源化には市町村（一部事務組合を含む。以下同じ。）が主体的

となって取り組む必要があることから、本補助金は、別に定めるところにより知事

の採択を受けたごみ減量・資源化取組実践支援事業計画書（様式第１号）に基づき

市町村が行う３Ｒ（ごみの発生抑制、再使用、再生利用）の推進に資する事業（以

下「補助事業」という。）に対して交付する。なお、補助事業は、新規の事業又は取

組を拡大する事業に限る。 

 

（補助の対象及び補助額） 

第４条 本補助金は、市町村が補助事業を行う場合に、当該補助事業に要する必要か

つ適当と認められるもの（以下「補助対象経費」という。）について交付するものと

し、その額、補助率及び補助限度額は、別表第１において知事が定める額、補助率

及び補助限度額とする。 

 

（補助金の交付申請） 

第５条 規則第４条第１項の申請書は、ごみ減量・資源化取組実践支援事業補助金交

付申請書（様式第２号）によるものとし、その提出期限は、知事が別に定める日と

する。 

 

（補助金交付の条件） 

第６条 規則第６条第１項第１号に規定する別に定める軽微な変更は、次のとおりと

する。 

（１）補助対象経費の２０％以内の減額 

（２）補助金の区分毎に配分された額の２０％以内の配分の変更 

 

（変更等の承認申請） 

第７条 補助事業を行う市町村（以下「補助市町村」という。）は、規則第６条第１項

第１号又は第２号の規定に基づき知事の承認を受けようとする場合は、ごみ減量・

資源化取組実践支援事業変更（中止・廃止）承認申請書（様式第３号）を提出しな

ければならない。 

 



（申請を取下げることができる期日） 

第８条 規則第８条第１項に規定する別に定める期日は、交付決定の通知を受領した

日から起算して１０日を経過した日とする。 

 

（完了報告） 

第９条 補助市町村は、当該補助事業が完了したときには、速やかにごみ減量・資源

化取組実践支援事業完了報告書（様式第４号）を提出しなければならない。 

 

（実績報告） 

第１０条 規則第１３条の規定による実績報告は、ごみ減量・資源化取組実践支援事

業実績報告書（様式第５号）により、事業完了の日（事業の廃止について知事の承

認を受けた場合には、承認を受けた日）から起算して３０日を経過した日、又は本

補助金の交付決定のあった日の属する年度の３月３１日のいずれか早い日までに

行わなければならない。 

 

（補助金の支払） 

第１１条 本補助金の支払いは規則第１４条の規定により交付すべき補助金の額を

確定した後に精算払により行うものとする。 

２ 前項の規定により補助金の精算払を受けようとするときは、ごみ減量・資源化取

組実践支援事業補助金交付請求書（様式第６号）を知事に提出しなければならない。 

 

（財産処分の制限） 

第１２条 規則第１８条第１項ただし書に規定する別に定める期間は、減価償却資産

の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める期間とする。 

２ 規則第１８条第１項第２号及び第３号に規定する別に定めるものは、取得価格又

は効用の増加価格が５０万円以上のものとする。 

３ 補助市町村は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産について、取得

財産管理台帳兼取得財産等明細書（様式第７号）に記帳整理し、第１項に規定する

期間内備えて置かなければならない。 

 

（会計帳簿等の整備等） 

第１３条 補助事業者は、当該補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備

え、かつ、当該収入及び支出についての証拠書類を整理保管し、補助事業の完了し

た日の属する会計年度の翌年度から起算して５年間保存しておかなければならな

い。 

 

（雑則） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施に関し必要な事項は、別に

定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 



別表第１ 

補助対象経費 

補助事業 経費内容 補助率 補助限度額 

 

３Ｒの推進に資する事業 

補助事業を実施する

ために必要な経費 

補助対象経費の１／２ 

（ただし、補助事業の

うち１及び２の事業に

ついては補助対象経費

の２／３） 

１市町村当たり 

２，５００千円 １ ごみ組成分析調査 

２ 実証試験 

注 次に掲げるものに該当する経費は、補助対象経費とはならない。 

（１） 職員人件費その他地方公共団体の通常の行政運営に必要な経費 

（２） 国庫補助事業等の地方負担分へ充当する事業 

（３） 消費税及び地方消費税仕入控除税額 



様式第１号（第３条関係） 

 

番      号 

 年 月 日 

 

 福 島 県 知 事 

 

申請者 住所               

氏名               

 

    年度ごみ減量・資源化取組実践支援事業計画書 

 

     年度ごみ減量・資源化取組実践支援事業の交付を受けたいので、下記のとお

り関係書類を提出します。 

 

記 

 

１ 事業計画書（別紙１） 

２ 予算書 

※ 新規事業の場合は、新規であることがわかる予算書を添付すること。 

  ※ 取組を拡大する事業である場合は、拡大していることが分かるよう今年度と 

前年度の予算書を添付すること。 

３ その他知事が必要と認める書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。 



1 市町村等のごみ減量・資源化の現状等について

注 ・既存資料に上記内容が記載されている場合は、別紙として添付し、様式の記載に代えることができる。

ごみ排出量の
推移・現状・目標値

リサイクル率の
推移・現状・目標値

これまでの主な取組

現時点で把握している
課題

　なお、既存資料には、ごみ減量・資源化取組構築支援事業で作成した「ごみ排出特性分析レポート」を含む。

別紙１（様式第１号）

ごみ減量・資源化取組実践支援事業計画書



（１）補助事業の内容

事業による効果

スケジュール

その他

２　申請する事業の内容

市町村の事業名【ごみ組成分析調査、実証試験、その他事業】

新規・拡大の別

事業名【区分】

事業の目的

事業の内容

※　作業工程表

事業の実施体制

※　ごみ減量や資源化の促進その他の波及効果等

※　直営・委託の別等

※　アピールしたいこと等



（２）補助事業に要する経費

（単位：円）

経費全体額 補助対象経費 補助金申請額

（Ａ）
（(A)のうち、補助対
象外の経費を除いた

額　（Ｂ））

（(B)の、指定された
補助率以内の額）

注１

注２ 算定根拠となる資料（見積書等）を添付すること。

（単位：円）

区　　　分

注　「補助金申請額」については、千円未満の端数を切り捨てて記入してください。

３Ｒの推進に資する事
業（ただし、１及び２
の事業は除く）

１ ごみ組成分析調査

３　予算額

県補助金

２ 実証試験

計

計

予　算　額（円）

市町村費

明　細費目

区　　　分

　　　　　　　　　　　　円（補助対象経費の計）

　　　　　　　　　　　　円（補助金申請額の計）補助金申請予定額

その他（　　　　　　　　　　）

補助事業費の総額

「経費全体額（Ａ）」は税込額を記載し、「補助対象経費（Ｂ）」及び「補助金申請額」は税抜額を記載すること。



様式第２号（第５条関係） 

 

番      号 

 年 月 日 

 

 福 島 県 知 事 

 

         申請者 住所                

             氏名                

 

    年度ごみ減量・資源化取組実践支援事業補助金交付申請書 

 

     年度において、下記のとおりごみ減量・資源化取組実践支援事業を実施した

いので、福島県補助金等の交付等に関する規則第４条第１項の規定により、関係書類を

添えて補助金の交付を申請します。 

 

記 

 

１ 補助金交付申請額 

  金         円 

  （補助事業に要する経費         円） 

 

２ 補助事業の目的及び内容 

    ごみ減量・資源化取組実践支援事業計画書（別紙１）のとおり 

 

３ 関係書類 

（１）予算書 
※ 新規事業の場合は、新規であることがわかる予算書を添付すること。 
※ 取組を拡大する事業である場合は、拡大していることが分かるよう今年度と 
前年度の予算書を添付すること。 

 

（２）その他知事が必要と認める書類 

 

４ 本件責任者及び担当者 

  責任者氏名 

  担当者氏名 

  連絡先 

 

注 用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。 

 



様式第３号（第７条関係） 

番      号 

 年 月 日 

 

 福 島 県 知 事 

 

申請者 住所                  

             氏名                  

 

      年度ごみ減量・資源化取組実践支援事業 

変更（中止・廃止）承認申請書 

 

 下記により    年度ごみ減量・資源化取組実践支援事業を変更（中止・廃止）し

たいので、福島県補助金等の交付等に関する規則第６条第１項の規定により、承認を申

請します。 

記 

１ 補助金の交付決定年月日及び番号 

      年  月  日付け 福島県指令  第   号 

 

２ 変更（中止・廃止）の理由 

 

 

３ 変更（中止・廃止）の内容等 

 

  変更（中止・廃止）の内容   補助事業に及ぼす影響 

 

 

 

 

 

 

 

注１ 変更（中止・廃止）の理由及び内容等は、変更点ごとにできる限り詳細に記入すること。 

 ２ 変更の場合は、様式第１号の別紙１を用い、変更前の計画を上段に、変更後の計画を下段に  

記載し、二段書きにして添付すること。 

 ３ 用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。 

 
 



様式第４号（第９条関係） 

番      号 

 年 月 日 

 

 福 島 県 知 事 

 

申請者 住所                  

             氏名                  

 

    年度ごみ減量・資源化取組実践支援事業完了報告書 

 

     年度ごみ減量・資源化取組実践支援事業について、下記のとおり完了したの

で報告します。 

 

記 

 

１  補助金交付決定年月日      年  月  日付け福島県指令  第   号 

 

２ 補助金交付決定額     金          円 

 

３ 補助事業着手年月日        年  月  日 

 

４  補助事業完了年月日        年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。 



様式第５号（第１０条関係） 

番      号 

 年 月 日 

 

 福 島 県 知 事 

 

         申請者 住所                  

             氏名                  

 

    年度ごみ減量・資源化取組実践支援事業実績報告書 

 

     年度において、下記のとおりごみ減量・資源化取組実践支援事業を実施した

ので、福島県補助金等の交付等に関する規則第１３条第１項の規定により、関係書類を

添えて、その実績を報告します。 

 

記 

 

１ 補助金交付決定額  金          円 

 

２ 補助事業の成果 

  ごみ減量・資源化取組実践支援事業実績報告書（別紙２）のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。 



着手年月日 　　　　年　　月　　日

完了年月日 　　　　年　　月　　日

（単位：円）

（単位：円）

経費全体額 補助対象経費 補助金決算額

（Ａ）
（(A)のうち、補助対
象外の経費を除いた

額　（Ｂ））

（(B)の、指定された
補助率以内の額）

注１ 「経費全体額（Ａ）」は税込額を記載し、「補助対象経費（Ｂ）」及び「補助金申請額」は税抜額を記載すること。

注２ 経費の根拠となる資料（請求書等）を添付すること。

計

２ 実証試験

別紙２（様式第５号）

ごみ減量・資源化取組実践支援事業実績報告書

１　補助事業名

４　経費の配分

２　補助事業の期間

区　　　分 明　細

３Ｒの推進に資する事
業（ただし、１及び２
の事業は除く）

３　決算額

注　「補助金額」については、千円未満の端数を切り捨てて記入してください。

決　算　額（円）

１ ごみ組成分析調査

費目

区　　　分

県補助金

市町村費

その他（　　　　　　　　　　　）

計



　(2)取組の成果等

　　ア　取組の成果

　　イ　取組の手応え・気づき

　　ウ　取組の改善点

　(3)実施した事業の今後の展開

【取組の成果を具体的に記入してください。】

【取組を行った手応えや気づき、取組効果の考察等について記入してください。】

【改善点を踏まえて、今後の展開を記入してください。】

　(1)取組内容の詳細
【取り組んだ内容を簡潔に記入してください。住民等に周知・広報した場合は、具体的な内容について
も記入してください。】

５　成果



様式第６号（第１１条関係） 

番      号 

 年 月 日 

 

 福 島 県 知 事 

 

         申請者 住所                  

             氏名                  

 

    年度ごみ減量・資源化取組実践支援事業補助金交付請求書 

 

     年  月  日付け福島県指令  第   号で交付決定のあったごみ減

量・資源化取組実践支援事業補助金について、金          円の交付を請求

します。 

 

記 

 

１ 補助金交付決定額    金                   円 

 

２ 補助金確定額      金                   円 

 

３ 今回請求額       金                   円 

 

４ 振込先 

（１）金融機関・支店名 

（２）口座種別（普通・当座の別） 

（３）口座番号 

（４）口座名義人 

 

 

 

 

 

 

注 用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。 



様式第７号（第１２条関係） 

 

取得財産管理台帳（    年度）兼 

取得財産等明細書          

 

 

財産名 

 

 

 規  格 

 

 

単位 

 

 

数量 

 

 

単価(円) 

 

 

金額(円) 

 

 

取 得

年月日 

 

処分制

限期間 

 

保 管

場 所 

 

備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１ この様式は、取得財産等管理台帳と取得財産等明細書を兼ねるものとする。 

 ２ 財産名については、器具、構築物、その他の物件のいずれかを記載すること。 

 ３ 数量については、同一規格であれば一括して記載して差し支えないが、単価が異なる場合に  

は区別して記載すること。 

 ４ 取得年月日については、検収年月日を記載すること。 

 ５ 耐用年数については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５  

号）に定める耐用年数を記載すること。 

 ６ 用紙の大きさは、Ａ列４番とすること。 

 


